
【表紙】
 

【提出書類】 有価証券届出書の訂正届出書

【提出先】 東海財務局長

【提出日】 平成27年１月27日

【会社名】 日本プラスト株式会社

【英訳名】 NIHON PLAST CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　須藤　亘

【本店の所在の場所】 静岡県富士宮市山宮3507番地15

【電話番号】 0544(58)6830（代表）

【事務連絡者氏名】 経理部長　　斉田　敦

【最寄りの連絡場所】 静岡県富士宮市山宮3507番地15

【電話番号】 0544(58)6830（代表）

【事務連絡者氏名】 経理部長　　斉田　敦

【届出の対象とした募集有価証券の種類】 株式

【届出の対象とした募集金額】
 
その他の者に対する割当 442,391,250円

（注）　募集金額は、発行価額の総額であります。

【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】
　臨時報告書を平成27年１月27日に東海財務局長に提出したことに伴い、平成27年１月８日付をもって提出した有価証

券届出書及び平成27年１月19日付をもって提出した有価証券届出書の訂正届出書の記載事項のうち、「第三部　追完情

報」を訂正するため、有価証券届出書の訂正届出書を提出するものであります。

 

２【訂正事項】
第三部　追完情報

３　臨時報告書の提出

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿罫で示してあります。
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第三部【追完情報】

３　臨時報告書の提出

（訂正前）

　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第76期事業年度）の提出日（平成26年６月27日）以降、本有

価証券届出書提出日（平成27年１月８日）までの間において、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開

示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、平成26年７月４日に以下の臨時報告書を東海財務局長

に提出しております。

　その報告内容は以下のとおりです。

＜後略＞

 

（訂正後）

Ⅰ　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第76期事業年度）の提出日（平成26年６月27日）以降、

本有価証券届出書の訂正届出書提出日（平成27年１月27日）までの間において、金融商品取引法第24条の５第４

項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、平成26年７月４日に以下の

臨時報告書を東海財務局長に提出しております。

　その報告内容は以下のとおりです。

＜中略＞

 

Ⅱ　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第76期事業年度）の提出日（平成26年６月27日）以降、

本有価証券届出書の訂正届出書提出日（平成27年１月27日）までの間において、金融商品取引法第24条の５第４

項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づき、平成27年１月27日に以下の臨時

報告書を東海財務局長に提出しております。

　その報告内容は以下のとおりです。

(1）当該異動に係る主要株主の氏名又は名称

主要株主でなくなるもの：広瀬信、東京中小企業投資育成株式会社

 

(2）当該異動の前後における当該主要株主の所有議決権の数及びその総株主等の議決権に対する割合

①　異動前　　広瀬信

当社株主の所有議決権の数　15,280個、総株主等の議決権に対する割合　12.43％

東京中小企業投資育成株式会社

当社株主の所有議決権の数　14,290個、総株主等の議決権に対する割合　11.62％

②　異動後　　広瀬信

当社株主の所有議決権の数　15,280個、総株主等の議決権に対する割合　 9.67％

東京中小企業投資育成株式会社

当社株主の所有議決権の数　14,290個、総株主等の議決権に対する割合　 9.05％

（注）１．異動前の総株主等の議決権の数に対する割合は、平成26年９月30日現在の総株主等の議決権の数

122,935個に基づき算出しております。

平成26年９月30日現在の発行済株式総数　　　　　　　　　　　　 19,410,000株

議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数　　7,116,500株

（平成26年９月30日現在の自己株式数6,982,400株、相互保有株式数128,500株、単元未満株式数

5,600株の合計）

２．異動後の総株主等の議決権の数に対する割合は、平成26年９月30日現在の総株主等の議決権の数

122,935個に平成27年１月８日開催の当社取締役会において決議した公募による自己株式の処分に

よる増加議決権個数35,000個を加算した総株主等の議決権の数157,935個を基準に算出しておりま

す。

 

(3）当該異動の年月日

平成27年１月26日

 

(4）本報告書提出日現在の資本金の額及び発行済株式総数

資本金の額　3,206百万円

発行済株式総数　　普通株式　19,410,000株
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